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同質的行動の理論

既存研究のサーベイ
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1．はじめに

　1980年代までの日本経済の目ざましい発展

をもたらしたものとして，日本企業が大きな

役割を果たしてきたことについて大きな異論

はないであろう。このことは、内外の多くの

研究者が日本企業に対して大いなる興味をも

って研究を行ってきたことにも表れている。

初期の研究では，欧米企業に対する日本企業

の異質性を強調し，いわゆる日本的経営の

「三種の神器」など，日本企業の内部管理シ

ステムが注目されていた（Ouchi，1981；Pas－

cale　and　Athos，1981）。それに対してより最

近の研究は，日本企業の経営システムや成長

志向といった行動特性を，経済合理的な行動

の結果として説明しようとしている（今井・

小宮，1989；Odagiri，1992）。しかしながら，

1つの重要な日本企業の行動特性が，少なく

とも実証的には，研究されずに残されている

1。それは，ライバル企業間の同質的行動と

いう行動特性である。

　ライバル企業間の同質的行動は，しばしば

日本企業の行動特性の1つであると指摘され

る　（Tsurumi，1976；Abegglen　and　Stalk，

1985；伊丹，1989；新宅，1994；Cooper，1995；

宮川他，1997；Asaba　and　Lieberman，1997）。

ヒット商品がすぐに模倣されたり，同じよう

な分野に事業が展開されたり，設備投資や海

外進出が同時に行われるなど，日本企業の同

質的行動の例は数え出したらきりがないL）。

このような行動特性をもつ日本企業は，「模

倣者（copycat）」と外国ではみなされること
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がある3。また国内でも，「横並び」といった

批判が日本企業に向けられ，昨今の日本経済

の停滞の中で，このような行動様式の再検討

が叫ばれている。

　それに対してわれわれは，少なくともある

産業では，同質的行動とはライバル企業間の

激しい競争の表われであり，その激しい競争

を通じて企業に競争力が蓄積されるという積

極的な側面が同質的行動にはあると考えてい

る。日本企業は，ライバル企業に遅れをとる

ことをもっとも恐れ，ライバル企業の動向に

常に注意を払っている。そのためもしある企

業が成功しても，すぐにその原因が突き止め

られ，模倣，追随が起こる。さらに企業は，

少しでもリードしようと，常に革新を試みる’。

　Abegglen　and　Stalk（1985）は，日本企業

がライバルに遅れをとらないように最大限の

努力を払っており，この競争相手に対する強

い関心が，日本企業の競争力を形作っている

と指摘している。またCooper（1995）によ

れば，日本企業は反応の早いリーンな企業

（1ean　enterprise）であり，かつ日本の中には

急速な技術普及メカニズムがあるために，日

本企業は自社を他社から差別化することがで

きず，それゆえ同じ行動をとって正面衝突す

る。彼らの指摘は，日本企業の同質的行動が，

創造性や戦略の欠如から生じる単なる物まね

ではなく，企業間の競争の結果であることを

示唆している。本稿の目的は，このような積

極的な側面を持つかもしれない同質的行動を

説明する既存の考え方を整理し，将来の実証

研究に向けての理論的基盤を作ることにあ



る。

　本稿は以下のような構成をとる。次節では，

競争企業の同質的行動のイメージを持つため

に，その例をいくつか記述する。第3節では，

競争企業の行動がどうして同質的になるのか

について，関連する既存の研究をサーベイす

る。まず理論的研究をまとめ，可能であれば

これまでの実証研究の結果を整理する。最後

に，そのサーベイにもとついて，今後どのよ

うな研究が期待されるかについて指摘し，結

びとする。

11．同質的行動の例

　　われわれが念頭においている競争企業間

の同質的行動とは，行動の内容が重複してい

ること（duplication　of　behavior）と行動の

タイミングが同時であること（simultaneity

of　behavior）の2種類である。同質的行動

の理論を整理するに先立ち，同質的行動のイ

メージを形成するために，それぞれについて

以下でいくつかの例を示す。

（1）行動の重複

●製品の模倣：ドライビールS

　ライバル企業間で製品が模倣された典型的

事例の1つは，1980年代末にブームを引き起

こしたドライビールであろう。日本で最初の

ドライビールは，アサヒビールの「スーパー

ドライ」である。アサヒビールは，1985年に

はマーケットシェアが10％を切るほど低迷し

ていたが，1987年に「スーパードライ」を発

売すると，そのマーケットシェアは12．9％に

まで上昇した。当時ビール業界の人々は，マ

ーケットシェアを年1％上昇させることは困

難であると考えていたので，この新製品は他

のビール会社をひきつけた。1988年初頭，キ

リン，サッポロ，サントリーといった他のビ

ール企業は，それぞれ独自のドライビールを
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春に発売すると表明した。

　さらに，その時発表されたパッケージ・デ

ザインが，色，ロゴなどの点で，「スーパー

ドライ」のそれに酷似していた。それを見た

アサヒビールの社長は，このような模倣は業

界の悪しき慣習であるとして，他の3社を訴

えると言い出したほどであった。それ以来，

新聞・雑誌は毎日のようにこの出来事を報道

し，結局3社はパッケージ・デザインを変更

せざるを得なくなった。この過熱した報道，

企業間の競争が，その後のドライビールのブ

ームを作り出したことは間違いない

●製品ラインの重複：電卓｝

　ライバル企業の問で，製品ラインが重複す

ることはしばしば観察される。その1つの例

は，電卓産業である。1962年に最初の電卓が

発明されて以来，電卓市場は急速な成長と激

しい競争を経験した。1970年代までの競争は

頻繁な参入・退出によって特徴づけられるが，

その後は2つの企業，すなわちカシオとシャ

ープの間の争いであった。

　カシオは電卓のドミナント・デザインと考

えられる「カシオ・ミニ」で市場を支配した

が，シャープはファッショナブルな薄型電卓

で顧客をひきつけようとしていた。シャープ

の薄型電卓が人気を獲得すると，カシオはそ

れに追随した。その後，2つの会社による薄

型化競争が繰り広げられ，1979年まで2，3

ヶ月ごとに，「もっとも薄い電卓」の称号が

両社の間を行き来した。

　同時にカシオは，時計，ラジオ，ゲームな

どがついた多機能電卓を発売することによっ

て差別化を図ろうという動きもしていた。そ

れに対して1977年には，今度はシャープが時

計付き電卓を発売してカシオに追随した。そ

れ以来，両社は次から次に多機能電卓を発売

して競争していった。

　1970年代半ば以降，カシオとシャープのマ

ーケットシェアは同じような変動パターンを

示す。これは，両社の製品ラインが重複して



いたことに原因があると考えられる。

同質的行動の理論（淺羽）

（2）行動の同時性

●技術転換の同時性

　新宅（1994）は，日本とアメリカのカラー

テレビにおけるトランジスターの導入を調べ

た。日本では，1968年に日立がオール・トラ

ンジスター・カラーテレビを発売した。その

翌年に日立は，すべてのカラーテレビを真空

管からトランジスターに転換した。他のテレ

ビメーカーも日立に追随し，1971年には，日

本におけるすべての新モデルが，オール・ト

ランジスター・カラーテレビになった。

　それに対してアメリカでは，日立よりも1

年早い1967年に，モトローラがオール・トラ

ンジスター一一一一カラーテレビを発売し，1969年

には真空管テレビの製造を中止した。しかし，

RCAがオール・トランジスター・カラーテレ

ビを発売したのは1971年であり，ゼニスは

1972年に発売した。結局，アメリカのカラー

テレビ市場がオール・トランジスターで占め

られるようになったのは，日本から遅れるこ

と5年の1976年のことであった。このトラン

ジスターへの転換の違いが，その後の日米カ

ラーテレビ産業の行方を決定づけたといえる

であろう。

　また伊丹（1989）は，日本がVTR産業で

世界を制覇した原因の1つに，その技術選択

の同質性による効率的な技術開発を指摘して

いる。当初画像を録画・再生する技術は，そ

の媒体の点で様々なものがあり，欧米の企業

はそれぞれ異なる技術を追求していた。それ

に対してほとんどの日本企業は，テープを媒

体とするVTRに開発の焦点を絞っていた。

その結果，国レベルでの研究開発努力がこの

技術に集中し，日本の優位性を作り出したと

指摘されている。

　●設備投資の同時性

　産業の米と呼ばれる半導体で，それまで世

界をリードしてきたアメリカを，世界全体の
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中に占めるシェアで日本が逆転した。伊丹

（1988）は，この逆転の1つの原因を，日本

の半導体メーカーがこぞって不況時に積極投

資を行ったことにもとめている。日本の半導

体メーカーには，自社の他部門の収益と，銀

行との密接な関係にもとつく借入金という資

金源があったことが，積極的投資を可能にし

た1つの理由である。この不況時の積極投資

が，生産能力の増大，好況時のシェアと利益

の増大，次の積極的設備投資，というような

好循環を日本企業にもたらし，その結果，上

述の逆転が起こったと指摘されている。

皿．同質的行動の理論

（1）外部環境変化への共通の対応

　前節でライバル企業間の同質的行動の例を

いくつか挙げたが，競争する企業同士が同じ

ような行動をとっているからといって，同質

的行動が企業間の何らかの相互作用や模倣の

結果であるとは限らない。外部環境の変化に

対して，企業が単に共通の反応をとっている

だけかもしれない。同一市場で競争している

企業は，製品に対する需要や生産要素条件，

技術変化などについて同じ情報を得ている。

同じ情報にもとついて意思決定をするのであ

るから，同じ意思決定をし，同じ行動をとっ

たとしても不思議ではない。

　ただし，同じ市場で競争している企業だか

らといって，必ずしも同じ環境に直面してい

るとは限らない。1つの産業や市場で競争し

ている企業は，移動障壁（Caves　and　Porter，

1988；Porter，1973；Newman，1973）や企業の

認知構造（Porac　et　al．，1989；1995；Reger

and　Huff，1993）によって，いくつかのサ

ブ・グループに分かれるというのが，戦略グ

ループの考え方である。

　また，同じ環境に直面しているからといっ

て，すべての企業が同じ情報を用いて意思決



定をしているとは限らない（Daft　and

Weick，1984；Porac　and　Thomas，1990）。

Duncan（1972）は，認知された要因だけが

意志決定過程において参照されるので，「認

知された環境（perceived　environment）とい

う概念を強調する。またWeick（1979）は，

経営者が自分たちの環境の主観的特徴を構築

し，再構成し，選択し，破壊すると主張して

いる。

　さらに，ある企業が他の企業と同じ意思決

定をしたとしても，2つの企業が同じ行動を

遂行できるとは限らない。resource　based

viewにもとつく企業の研究者の多くが指摘

するように，戦略は企業が保有する資源の現

在のレベルに制約され依存する（Collis，

1991；Teece，　et　aL，1997）。また，戦略グルー

プの研究では，過去に類似の資源コミットメ

ントをした企業が戦略グループのメンバーに

なり，このコミットメントが環境変化に対し

てメンバーではない他の企業とは異なる共通

の反応をメンバー企業にとらせる。他のメン

バー企業の行動やその結果を観察することに

よって，共通の代理経験や代理学習をするか

らである。つまり，類似の資源蓄積・展開を

行った企業が戦略グループを形成すると主張

される（Bogner，　et　al．，1998）。　Chen（1996）

は，このような考え方にもとづき，競争分析

を行う際に市場の共通性だけでなく資源の類

似性も用いているのである。

（2）資源の同質性

　上で述べたように，保有する資源が同等で

ある場合に，ライバル企業は類似の行動をと

ることができるのかもしれない。しかし一方

で，競争する企業が同じような資源を保有し

ている場合，その企業間の競争は激しいもの

とならざるをえない。なぜなら，資源の異質

性がなければ，差別的競争優位性を構築する

ことができないので，資源から生じるレント

が容易に消失してしまうからである（Peter一
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af，1993）。

　このような状況で企業がとりうる手段は，

差別化と同質化の2つである（Baum　and

Haveman，1997；Gimeno　and　Chen，1998）。

ある企業は，競争相手とは異なる市場ポジシ

ョンを獲得しようと努力するかもしれない。

しかし，そもそも企業間で資源の同等性が前

提とされているので，差別化には多大な困難

がともなう。それゆえ企業は，類似のライバ

ルと競争せざるをえなくなる。このような状

況下で，企業は競争相手と同質的行動をとる

かもしれない。ただし，企業に同質的行動を

とらせる理由には，2つのことが考えられる。

1つは，企業が競争を緩和するために同質的

行動をとるという考え方であり，もう1つは，

行動にともなうリスクを最小化するために同

質的行動をとるというものである。

（2）－1競争の回避

　同一市場で競争する企業が同じ行動をとる

ことに対する1つの説明は，競争を回避する

ために企業が協調したり，破滅的競争に陥る

ことを恐れた第三者が，調整して企業に同質

的な行動をとらせているというものである。

戦略グループの研究者によれば，同じ戦略グ

ループに属する企業は同じような行動をとる

（Caves　and　Porter，1977；Newman，1978；

Porter，1979）。　Porter（1979）は，同じ戦略

グループに属する企業が同質的行動をとるの

は，「多様な戦略をとると，寡占企業は暗黙

的に行動を調整することが難しくなり，平均

的な産業の利益率が低下する」からであると

説明している。換言すれば，同じ戦略グルー

プに属する企業は，同じ戦略をとることによ

って，競争を制限し，暗黙の協調を維持して

いるのである7。

　ゲーム理論的な考え方を用いて，ある企業

の行動と競争相手の反応という行動のペアー

を分析レベルにした研究でも，同様の考え方

から企業間の同質的行動が予測されている。



同質的行動の理論（淺羽）

Chen　and　MacMillan（1992）は，企業があ

る攻撃に対してそれと同じ行動をとって反応

するのは，現在の地位を喪失したり，双方に

とって破滅的な戦争状態に陥らないように，

現状を守ろうとするコミットメントの表われ

である，と主張している。

　同質的行動の1つの例である製品ラインの

重複について研究したKlemperer（1992）は，

企業が競争を回避する結果，製品ラインが似

てくることを理論的に明らかにした。もし競

合する企業間の製品ラインが同じであり，

shopping　cost（異なる企業から製品を購入

するコスト）が存在すれば，消費者は製品を

1つの企業から購入する可能性が高まる。ゆ

えに，製品ラインが類似していれば，市場は

より非競争的になり，均衡価格は高くなるの

である。

　同様の帰結は，multimarket　contactに関す

る研究からも得られる。現代企業のもっとも

重要な制度的発展の1つは多角化であり，そ

の結果企業が複数の市場で同じ企業と競争す

るという事態が生じている（Heggestad　and

Rhoades，1978）。このmultimarket　contactと

いう傾向が，競争を制限するのではないかと

いう主張を初めて行ったのは，Edwards

（1955）であった。多くの市場でお互いに競

争している企業は，活発な局地戦をためらう。

なぜなら，局地戦からの利得が，一般的な戦

いのリスクに見合わないからである。ある市

場における活発な競争は，その市場からの利

益は見込めるかもしれないが，他の市場にお

ける競争による報復的略奪の危険をもたらす

かもしれないのである。したがって，企業が

複数市場で対峙すると，共謀的結果を維持し

やすい。1つの市場での逸脱行為に対して，

罰を与えることのできる範囲が広がるからで

ある。以上が，相互自制（mutual　forbear．

ance）という考え方である。

　企業が同じような事業展開を行ったために

複数の市場で対峙している場合には，multi一
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market　contactは同質的行動の1つの表われ

である。もし，multimarket　contactによって

相互自制が達成され，競争が制限されるので

あれば，同質的行動は競争を制限することを

目的としてとられるのかもしれない。

　ただし，multimarket　contactに関するこれ

までの実証研究は，かならずしも相互自制仮

説を支持するものではない。Heggestad　and

Rhoades　（1978）は相互自制仮説を支持す

る結果を見出したが，2つのアプローチをと

ったRhoades　and　Heggestad　（1985）は，1

つのアプローチで相互自制仮説を部分的に支

持したに過ぎず，もう1つのアプローチでは

仮説を支持できなかった。またScott（1982）

は，市場集中度が高い場合にはmultimarket

contactの程度が高いほど企業の利益率が高

まるが，低い場合には逆の結果となることを

見出した。

　このようなはっきりしない実証結果に対し

てBernheim　and　Whinston（1990）は，フォ

ーマルなモデル分析を通じて，multimarket

contactや暗黙の共謀について次のような議

論を展開した。もし，企業間や市場間の違い

がなく，規模に関して収穫一定であれば，

multimarket　contactは暗黙の協調に対してな

んの影響も及ぼさない。しかし，もし企業間

で（たとえばコストについて）違いがあれば，

あるいは市場間で（たとえば成長率）に差が

あれば，multimarket　contactは暗黙の協調を

促進する。また，Karnani　and　Wernerfelt

（1985）は，他の市場で活動している企業が

自分の市場に参入してきた場合，攻撃を受け

た企業の反応は，コスト格差，参入障壁，市

場の重要度に応じて異なるのではないかとい

うことを示唆している。

　このような議論にもとついて，市場や企業

の特徴をより巧みにコントロールしたmulti．

market　contactに関する実証研究が最近行わ

れている。Evans　and　Kessides　（1994）は，

multimarket　contactの程度が高まるほど価格



が高くなることを見出した。またGlmeno
and　Woo　（1996）は，　multimarket　contactが

高まるほど競争の程度が弱まることを見出し

た。

（2）－2リスクの最小化

　逆に，企業が競争しているからこそ，その

行動が似てくるという考え方もある。しばし

ば企業は，一斉に海外進出することがある。

これは，“follow－the－leader”とか“bunching”

と呼ばれ，Aharoni（1966）がその存在を示

唆した現象である。Knickerbocker（1973）

は，企業がリスクを最小化しようとする結果

このような現象が生じると主張した。

　同質的行動がリスク最小化行動であること

は，Knickerbocker（1973）が提示している

例を若干修正して，次のように説明できる。

いま仮に，国内市場でA，B2つの企業が競

争しているとしよう。A社がある国に直接投

資をし，B社はただ見守っていたとしよう。

A社の直接投資が成功すれば，A社の競争力

は増大し，B社の業績は悪化するかもしれな

い。もしA社が，従来A，B両社の製品が輸

出されていた国に直接投資をすれば，現地生

産の強みを生かして，A社はB社の輸出製品

を駆逐してしまうかもしれない。また，海外

での事業と国内事業とが何らかのシナジーを

有すれば，海外で事業展開をするA社が国内

でのB社との競争で有利に立てるかもしれな

いからである。もちろん，A社の直接投資が

成功するとは限らない。それが失敗に終われ

ば，B社が相対的に有利な状況になるかもし

れない。A社の直接投資が成功するか失敗す

るかはわからないが，その結果に応じて，B

社の業績は大きく左右される。つまり，B社

がなにも対応をしないことにはリスクが存在

するのであるs。それに対して，B社も追随

して直接投資を行うと，それが成功すれば同

じような競争力がB社にも備わる。逆に失敗

しても，A社と同じように悪い状況に直面す
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るだけである。つまり，お互いに同じ行動を

とっている限り，企業の競争力のバランスは

崩れず，いずれの企業も良くも悪くもならな

い。その意味で，同質的行動はリスクを抑制

するのである。

　Knickerbockerの説明は，厳密なモデル分

析から導出されたものではないが，Motta

（1994）はこの現象に対してゲーム理論によ

る説明を行った。Mottaは，低品質製品を生

産する小国と高品質製品を生産する大国とか

らなり，各国に2つの企業が存在してそれぞ

れ国内での生産・販売，輸出，海外直接投資

のいずれかを選択するクールノー・ゲームを

考えた。その結果，品質の差，ホスト国の市

場規模というパラメーターの値次第で，大国

の企業がともに小国に直接投資をする場合が

あることが示された。Mottaは，これが
Knickerbockerの指摘した“follow－the－1eader”

行動であると主張した。

　また，競争の勝者が競争の果実を一人占め

してしまう（winner・takes　all）ような状況で

は，ライバル企業が同じような行動をとるこ

とが知られている9。これは，競争に負ける

ことのリスクが極めて大きいために，同質的

行動によってある企業の独走を許さないよう

にしようという力が働くからであると解釈す

ることができる。たとえば，一番先に技術を

開発した企業が特許を取得し，それ以外の企

業は何も得られないようなR＆D競争を考え

てみよう。Dasgupta　and　Stiglitz（1980）は，

このような場合，開発投資がライバル企業間

で正の相関を持ち，競争が過剰投資を生み出

すことを指摘した1°。

　Knickerbocker（1973）は，1940年代から

60年代にかけてアメリカ企業の海外直接投資

を調べ，海外市場への参入の集中と国内市場

の集中度とが逆U字の関係にあることを見出

した。すなわち，海外直接投資における

“follow－the－leader”行動は国内市場が集中す

るほど起こるが，きわめて集中度の高い産業



同質的行動の理論（淺羽）

では逆に弱くなる，というものである。

Knickerbockerは，きわめて集中度の高い産

業では，企業がお互いの相互依存性を強く認

識して協調的な行動をとるために，参入の集

中と国内市場の集中度との関係が逆転すると

解釈した。

　その後，Flowers（1976），　Caves　et　a】．

（1980），Yu　and　Ito（1988），　Yamawaki

（1998）は，海外市場への参入の集中と国内

市場の集中度との間に正の関係を見出した

が，Hennart　and　Park（1994）は，国内市場

が緩い寡占状態にある企業ほど“follow－the－

leader”行動をとるという関係を見出すこと

はできなかった。

（3）模倣的同形化

　社会学者も，異なる組織の行動や構造の類

似を，制度的同形化（institutional　isomor－

phism）という概念で表し，研究している。

たとえばDiMaggio　and　PoweH（1983）は，

合理的な主体が，自分たちの組織を変化させ

ようとするとき，互いに似たものにすると主

張した。彼らは，この同質化のプロセスには，

異種同形（isomorphism）という概念がもっ

ともよくあてはまると考えた。そもそも異種

同形とは，ある生態のなかの個が同じ外部環

境条件に直面する他の個に似るプロセスであ

る（Hawley，1986）。

　制度的同形化は，強制的同形化（coercive

isomorphism），模倣的同形化（mimetic　iso－

morphism），規範的同形化（normative　iso－

morphism）に分かれるが，企業間の同質的

行動にもっとも当てはまるのは，模倣的同形

化であろう。模倣的同形化とは，環境が不確

実なときに，組織が他の組織をモデルにする

プロセスである。そうすることによって，組

織は不確実性を減らすための情報探索コスト

を節約することができるのである。（Cyert

and　March，1963）。

　このように模倣的同形化は，競争圧力や効
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率性の追求によって優れた組織を模倣すると

いう機能合理的理由で生じる。ただし社会学

者は，むしろ非機能的・非合理的理由あるい

は儀式的理由を重視する。たとえば，アメリ

カ企業が日本やヨーロッパの成功をモデルに

QCサークルを導入したのは，少なくとも労

働条件を改善しようと努力していることを見

せることによって，合法性（legitimacy）を

獲得する行動であると解釈される（DiMag－

gio　and　Powell，1983）。　March（1981）は，

いったん十分な社会的行為者がある行動をと

ると，その行動が当然のものと考えられたり

制度化され，他の社会的行為者は深く考えず

にこの行動をとるようになると主張した。

　Fligstein（1985）は，1920年代から70年代

にかけてのアメリカ企業の事業部制組織への

組織変更を調べた。その結果，Chandler

（1962）が示唆するように，企業が多角化を

進めるほど事業部制組織を採用するようにな

ることを見出したが，同時に同じ産業の他企

業が事業部制を採用するほど当該企業が事業

部制を採用する傾向にあり，これが模倣的同

形化であると解釈した。さらに，経営者の専

門分野が組織変更に影響を及ぼすことを見出

し，組織変更が市場の圧力や完全な合理的理

由だけではないと主張した。

　これに対してDonaldson（1995）は，次の

ような批判を行っている。合法的であるとい

われる組織は，成功している組織かもしれな

いし，成功している組織を模倣するからこそ，

模倣を行った組織が合法性を獲得するのかも

しれない。ゆえに，模倣の後の客観的成果を

調べることによってのみ，その模倣が合理

的・機能的であったか，非合理的であったか

を判断できる。にもかかわらず，制度論的社

会学は客観的有効性の分析を欠いている，と

いうものである。実際Donaldson（1987）は，

Rumelt（1974）の多角化と事業部制組織の

研究のデータを用い，企業の事業部制採用の

流れは戦略と組織構造をフィットさせる試み



であり，その意味で機能合理的であると主張

している。

　個々の企業や意思決定者がなぜ模倣した

か，それが機能合理的な理由か非合理的理由

かを判別するのは難しい。DiMaggio　and

Powell（1983）やFligstein（1985）の結果は，

模倣が合理的意思決定の結果ではなく非合理

的な理由で生じることを表しているとはいえ

ない。事前にそれが合理的であると客観的に

わかっていなくとも，模倣が生じることを示

しているに過ぎないであろう。実際彼らも，

機能合理的な理由による模倣的同形化を否定

しているのではない。一方Donaldosonが依

拠するコンティンジェンシー理論も，すべて

の組織が合理的に環境に対応するために，環

境にフィットする組織構造が採用されると想

定しているのではないだろう。もし環境にフ

ィットしない構造が採用されれば，その組織

は淘汰される。ゆえに，コンティンジェンシ

ー理論の発見は，生き残っている組織を観察

すれば，環境と構造がフィットしている関係

が見出されるということに過ぎない。

　したがって，模倣後の経営成果を調べたと

しても，すべての模倣が合理的意思決定を経

て行われるかどうかを判断することは難し

い。ただしここでは，模倣的同形化の議論が，

後で議論するherd　behaviorの議論，すなわ

ち社会的には最適ではない状態が個々の意思

決定者のある意味では合理的な意思決定の結

果としての模倣によって達成される可能性が

あるという議論と部分的に共通することを示

唆しておこうと思う。

　最近の同形化に関する実証研究の1つの特

徴は，その意思決定が合理的か否かというよ

りも，どういう企業が模倣されるかを分析す

ることにある。たとえば，貯蓄・貸付組合の

多角化行動を分析したHaveman（1993）は，

制度理論とpopulation　ecologyを融合し，あ

る市場での企業数が増えるにしたがって，そ

の市場への参入に対する合法性は増大する
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が，他方その市場の競争が激化するために，

参入率と市場密度（market　density）とは逆

U字の関係にあると考えた。そして，どのよ

うな企業の市場密度と参入率とが関係するか

を分析した。その結果，企業は自分と同等規

模の企業ではなく，他の大規模企業や利益率

の高い企業を模倣するということを見出し

た。またGreve（1995）は，ラジオ局による

既存フォーマット（イージー・リスニング）

の廃止を分析し，ラジオ局は，自分が市場で

直接的に競争している他局ではなく，同じ企

業内の他の局，姉妹局と市場を同じくする他

の局といった社会的に準拠すべきグループを

模倣するという結果を見出した％

（4）Herd　behavior

　経済学，特にファイナンス研究の分野でも

1990年代に入り，企業間の模倣的・同質的行

動が，herd　behaviorと呼ばれて注目される

ようになった。今のところこの研究は，herd

behaviorが生じるメカニズムの点で，2つの

種類に分かれている。1つは，市場で評価さ

れる経営者の行動に対する市場の評価（rep－

utation）であり，もう1つは，情報が完全

でない場合に起こる情報の連鎖（informa－

tion　cascade）と名づけられた現象である。

（4）－1Reputation

　経済理論では，何らかの意思決定を行うと

き，意思決定者は結果を合理的に予想し，そ

れにもとついて意思決定すると考えられてい

る。たとえば何らかの投資決定を行う場合，

各経営者は事前に投資機会に関する私的情報

を受け取り，その私的情報にもとついて期待

収益を計算し，それが正であれば投資をする

と考えられる。ところが，しばしば企業のマ

ネージャーは，他者が自分をどのように評価

するかを懸念し，自分の私的情報を無視して

も他のマネージャーと同じ意思決定をするこ

とがあるといわれている。



同質的行動の理論（淺羽）

　Scharfstein　and　Stein（1990）の例を用い

て説明しよう。いま，有能なマネージャーと

無能なマネージャーがおり，投資の価値につ

いての私的情報を受け取って投資を行うとす

る。有能なマネージャー・一一は同一の優れた情報

源にアクセスするので，有能なマネージャー

が受け取る情報には相関がある。ただしこの

情報は完全ではない。不幸にも間違った情報

を得ることもある。それに対して無能なマネ

ージャーは，相関のないノイズを受け取る。

マネージャーの能力は，自分たちも労働市場

も事前に特定することはできない。市場は，

投資の成果と，他のマネージャーとの行動の

類似性によって，当該マネージャーの能力を

判断する。有能なマネージャーが得る情報は

不完全なので，投資の成果によってのみ判断

をすることはできないからである。

　もし労働市場が投資の成果のみにもとつい

てマネージャーの能力を判断するのであれ

ば，各マネージャーは自分の私的情報にもと

ついて投資を行うであろう12。もし自分の得

た情報が正しければ（自分が有能であれば），

正しくなかったときに比べて，投資は成功し，

有能であると評価される確率が高くなる。し

かし，労働市場が他のマネージャーとの行動

の類似性をも考慮に入れる場合，他のマネー

ジャーと同じ行動をとることによって，その

行動が正しくなかったとしても，当該マネー

ジャーは他のマネージャーと同じ情報を得て

いたと思われ，有能であると評価される確率

が高くなる。したがってマネージャーは，自

分を優れたタイプであると市場に評価された

いがために，自分の私的情報に関わらず，他

のマネージャーと同じ行動をとることが合理

的となるのである（Scharfstein　and　Stein，

1990；Palley，1995）。

　これは，組織が合法性を獲得するために他

の組織を模倣するという模倣的同形化の議論

と類似している。他社と同じ行動をとること

によって，その経営者の行動に合法性，ある
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いは非難を分担する効果（“sharing－the－

blame”effect）が与えられたと解釈されるの

である。

　このような行動が観察されるのは，財務の

意思決定に限らない。たとえばLieberman

（1987）は，他社と同じ行動をとって失敗し

たマネージャーは叱責されないが，他社と違

う行動をとり，他社は成功し自社は失敗した

場合には，その行動をとった経営者は大変厳

しく叱責されると述べている。またZwiebel

（1995）は，同じような議論にもとついて，

マネージャーがイノベーションを採用せず

に，業界の標準的な行動を採用する傾向にあ

るという保守主義を説明している。

（4）－21nfOrmation　cascade

　もう1つの種類のherd　behaviorについて

の研究は，行列のできているレストランがま

すます人気が出るように，ある人の行動がそ

の人の持っている私的情報を他の人に伝える

ことによって他の人の意思決定に影響を及ぼ

すという，information　cascade，あるいは

social　leamingという現象にもとついている

（Banerjee，1992；Bikhchandani　et　al．，1992；

1998）。

　いま，各人がa，bという2種類のシグナ

ルを受け取り，あるプロジェクトを始めるか

始めないか，逐次的に意思決定する状況を考

えよう13。aというシグナルはそのプロジェク

トが成功するときに受け取る確率が高く，b

というシグナルは失敗するときに受け取る確

率が高い。1番目の人は，自分の受け取った

シグナルにもとついて行動する。すなわち，

aを受け取ったらプロジェクトを始め，bを

うけとったら始めない。2番目の人は，1番

目の人の行動を観察してから意思決定する。

もし1番目の人がプロジェクトを始めたら，

それは1番目の人がaというシグナルを受け

取ったことを意味する。そこで，自分もaと

いうシグナルを受け取っていれば，プロジェ



クトを開始する。もしbを受け取れば，プロ

ジェクトをするかしないかは無差別となるの

で，コインを投げて決めることになる。3番

目の人は，前の2人がどちらもプロジェクト

を始める，始めない，1人が始めもう1人は

始めない，という3つの状況のいずれかを観

察する。最初の2つ状況を観察した場合には，

自分の得たシグナルがなんであれ，前の2人

と同じ決定をすることが合理的となる。3番

目の人はinformation　cascadeの中にいるか

らである。さらに，3番目の人の行動は，そ

れ以降の人に情報を伝えない14。4番目以降

の人は，1番目と2番目の人の行動にのみも

とついて，それと同じ行動をとる。この

information　cascadeによって，自分の得たシ

グナルにかかわらず，他人の行動を模倣する

ことが起こるのであるL5。

　これらの研究にもとついて，いくつかの応

用研究が行われている。Zhang（1997）は，

経済主体が他者の行動を見極めようと戦略的

に投資を遅らせ，その結果投資の連鎖が起こ

ることを理論的に明らかにした。Boumny　et

aL（1998）は新技術の採用に際し，情報を

豊富に有した主体が，リーダーとして先に新

技術を採用し，あまり情報を有していない主

体は，リーダーの行動を見極めるまで待ち，

その行動を模倣することをモデル分析を通じ

て明らかにした。

　また，上記の議論を支持するような実証研

究もいくつか行われている。化学産業の設備

投資行動を実証研究したGilbert　and　Lieber－

man（1987）は，小規模企業が大規模企業の

投資行動に追随する傾向があることを示し

た。これは，豊富な情報を有していると思わ

れる大規模企業が，“fashion　leader”となる

ことを示唆している。また，Kennedy（1997）

は，放送局が，ライバル局と同じようなテレ

ビ・プログラムを始める傾向にあることを実

証したし，Chang　et　al．（1997）は，銀行が

他行と同じような場所に支店を出店する傾向
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にあることを実証した。

（5）日本企業の同質的行動の理論

　これまで見てきた同質的行動の理論は，日

本に限らず企業の同質的行動を説明しようと

するものであり，随所に触れた実証研究も，

その多くはアメリカ企業を対象としたもので

ある。しかし，はじめに述べたように，ライ

バル企業間の同質的行動は日本において顕著

に見られるという指摘がある。Abegglen

and　Stalk（1985）は，ライバルに出し抜か

れた場合，欧米の経営者は一般に慎重な対応

を示すのに対し，日本の企業は競争相手の独

走を決して許さないように間髪を入れずに対

応する，と指摘している。ライバルに遅れを

とることの方が，赤字を出すことよりもはる

かに大きな危険をともなうために，日本企業

はライバルの動きを逐一調べあげると彼らは

述べている。もしそれが事実であるとすれば，

それはなぜなのであろうか。

　日米企業の差異を説明する1つの考え方

は，両国で行われるイノベーションや，それ

を支えるシステムの違いに求められる。

Rosenberg　and　Steinmuller（1988）は，アメ

リカ企業は独創的なイノベーションを行うの

が得意である反面，模倣はあまり得意ではな

く，日本企業はアメリカ企業が最初に創造し

た技術を模倣・発展させるのが得意であると

指摘している。彼らは，両国のイノベーショ

ンに対する考え方の違い，すなわちアメリカ

ではイノベーションとは創造的破壊であり，

基礎的研究や創造的飛躍に注意が向けられて

いるのに対し，日本では小さな変化の積み重

ねの重要性が認識されている，と述べている

が，それ以外にも次の要因を挙げている。

　まず，上記のようなイノベーションに対す

る考え方の違いから，日本企業が模倣するア

メリカ生まれのノベーションは，新製品のよ

うな「ハードウェア」的特徴を持っているた

めに，見えやすく模倣しやすい。それに対し
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てアメリカ企業が日本企業から模倣すべきこ

とは，ある活動が遂行されるやり方であるた

め，複雑で見えにくく，それゆえ模倣も難し

い。また，日本企業では，製品設計者と工程

エンジニアとの密接な交流や人事のローテー

ションによって，研究開発の川下段階である

製品開発や改良，小さな革新の積み重ねが行

いやすくなる。密接なコミュニケーションは，

サプライヤーとユーザーといった企業間関係

でも見られることである。

　たしかにアメリカ企業は，独創的な技術開

発を好む傾向にあるかもしれない。また，独

創的な技術が他国で生まれ，それを模倣・改

良すればよい日本企業にとっては，進んで国

内のライバル企業と違うことをやる理由は小

さいかもしれない。このような技術に対する

考え方やその開発状況が正しいのか否かは本

稿の目的を超えるので，これ以上議論しない。

ただし，日本企業が外国で開発された技術を

導入・模倣すれば良かったからといって，そ

れが国内のライバル企業を注意深く観察し，

同質的行動をとる積極的な理由にはならない

であろう。それ以外に，同質的行動を促す理

由があるはずである。

　その1つとして，Cooper（1995）は日本

企業の競争力の特徴が同質的行動に関係する

のではないかと指摘した。Cooper（1995）

によれば，日本企業は反応の早いリーンな企

業（lean　enterprise）であるために，日本企

業は自社を他社から差別化することができな

い。それゆえ同じ行動をとって正面衝突せざ

るをえない，というものである。

　加えてCooper（1995）は，日本の中には

以下のような企業間の急速な技術普及メカニ

ズムがあると指摘している。それは，インク

ルメンタルな変化を好むマルチファンクショ

ナル・チーム，サプライヤーを経由した情報

フロー，模倣の文化，クラスメートのつなが

り，業界団体，通産省の委員会である。これ

らのメカニズムがあるために，たとえ独創的
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な技術を開発しても，模倣ラグが短く専有可

能性が低い。それゆえ同質的行動が促進され

ると考えられているのである。

　模倣ラグや専有可能性については，後藤・

永田（1997）が日米両国でのサーベイ調査を

実施している。その結果，模倣ラグの長さは，

日本の方がアメリカよりも短い。それは，特

許制度や情報入手の方法と関係があるとされ

ている。特許制度は，1つにはイノベーショ

ンから生じるレントの専有可能性を確保する

という目的があるが，先願主義，出願公開制

度からなる日本の特許制度の下では，情報の

早期公開が促されてしまう。また，競合他社

から情報を入手する割合は，とくに既存プロ

ジェクトの遂行について，日本企業がアメリ

カ企業よりも高い数値を示している。これら

の結果は，制度的な要因が，日本企業の競合

他社に対する関心の高さ，それから生ずる同

質的行動の原因になっているかもしれないこ

とを示唆している。

N．おわりに　実証研究にむけて

　これまで本稿では，ライバル企業間でなぜ

同質的行動がとられるかを説明する可能性の

ある既存の研究を概観してきた。以下では，

それを前提に，どのような実証研究の方向性

がありうるかを検討し，結びとしたい。

　同質的行動を日本企業の特徴と考えるとす

れば，まず日本企業と他国の企業との間に，

行動の同質性の程度で有意な違いがあるかど

うかを検討する必要がある。比較可能なデー

タを収集することは難しいが，その1つの試

みは，日米の化学産業の設備投資行動を比較

したAsaba（1998a）で行われている。

　また，同質的行動が日本企業の特徴である

とすれば，それは日本の産業組織，あるいは

その進化のパターンとの間に何らか相互作用

を及ぼすであろう。これまで集中度のような



市場構造の国際比較からは，国の間で大きな

違いがないことが報告されているが（Bain，

1966；Rotwin，1964；Pryor，1972；Caves　and

Uekusa，1976），市場成果の国際比較では，

日本は他国に比べて利益率が低いことが報告

されている（Odagiri，1992）16。これらの結

果を，ライバル企業間の同質的行動という点

から捉え直すことは有意義かもしれない。

　さらに，前節で概観したそれぞれの理論は，

いくつかのまとめ方ができる。それをもとに，

どのような理由で企業が同質的行動をとるの

かについて，より精緻な分析ができるかもし

れない。1つのまとめ方は，同質的行動が企

業間の協調や第三者の介入の結果生じるもの

なのか，企業間の（競争的）相互作用による

ものなのか，というまとめ方である。前者は，

「資源の同質性」という項目内の「競争の回

避」で整理された考え方であり，後者にはそ

れ以外のものが含まれる。このまとめ方に対

しては，協調が行われやすい市場構造が同質

的行動を導きやすいかどうかといったクロス

セクショナルな研究や，政府による介入のあ

った時点と弱まった時点での企業行動の比較

といった分析が可能であろう17。また，何ら

かの成果変数と関連付けて，同質的行動が競

争促進効果を有するかどうかを検討すること

も有意義である。

1もう1つの既存研究のまとめ方は，誰と同

じ行動をとっているのかについての区分であ

る。すなわち，何らかの意味で類似した企業

と同じ行動をとっているのか，何らかの意味

で優れた企業を真似しているのか，というこ

とである。前者は「資源の同質性」という項

目の中で議論された考え方が該当し，後者に

は「模倣的同形化」や「herd　behavior」の

項目で議論された考え方が含まれる。これに

ついては，Gimeno　et　a亘（1998）やAsaba

（1998b）でその試みがなされている。

　同質的行動は日本的な特徴なのか，それは

改めるべきものなのか，それとも日本企業の
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競争力を促進するものとして継続すべきもの

なのか，以上のようなことを検討することな

く，単に「横並び」といったレッテルを貼り，

悪しき日本的特徴であるとかたずけることに

は問題がある。今後より精緻な研究が期待さ

れる領域である。
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同質的行動の理論（淺羽）

and　Relative　Compensation，”Journat　of

Potiticat　Econo〃IY，工03：1－25．

［注］

1）日本企業の同質的行動に関する実証研究

　の数少ない例外は，設備投資に関する宮川

他（1997）の研究である。

2）もちろん同質的行動は，日本に限らずど

　こでも少なからず観察されることである。

　実際，3節で触れることになる，同質的行

　動に関するこれまでの実証研究の多くは，

　アメリカ企業を対象としたものである。

3）Wall　Street　Journa1，　July　12，1988．　In

　spite　of　the　title，　it　is　argued　that　Japanese

　copycat　is　not　cultural　or　genetic，　but　that

　their　（patent）　system　encourage　them　to

　borrow　from　other　people．

4）March（1979）は，模倣について次のよ

　うに述べている。「模倣は必ずしも精神的

　な弱さの表われではない。それは，他人の

　行動や態度を真似れば，自分にとって魅力

　的な新しい目的を発見するチャンスが比較

　的多くなるのではないか，というほのかな

　予感である。

5）この事例の詳しい記述は，浅羽（1995）

　を参照されたい。

6）この事例の詳しい記述は，沼上他（1992）

　を参照されたい。

7）これに対して，戦略グループとresource－

　based　view　of　the　firmを結び付けて考えよ

　うとする研究者は，ある戦略グループが高

　い利益率を維持していることは移動障壁の

　存在を示唆するが，移動障壁は協調なしで

　も維持可能であると主張している（Bogn－

　er，　et　al．，1998）。

8）A社の海外直接投資に対して，B社がそ

　れとは異なる行動をとって対抗することも

　考えられる。このB社の対応が成功するか

　失敗するか分からないのであるから，この
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対応も対抗しない場合と同様，リスクをと

　もなうことは明らかであろう。

9）本文中のR＆D競争以外にも，市場にバ

　ンドワゴン効果やネットワーク外部性が存

　在する場合に，勝者の一入占め状況が生ま

　れる（Leibenstein，1950；Katz　and　Shapiro，

　1985）。このような場合，他社と異なる行

　動をとってすべてを失うことを恐れ，企業

　は他社の行動を真似する場合がある（浅

　羽，1995）。以上は一般に，戦略的補完性

　（strategic　complements）と呼ばれる性質

　が生じる状況である（Bulow　et　al．，1985）。

　戦略的補完性とは，ある企業の攻撃的な行

　動が，他社の限界利益を増大させるという

　性質である。，他社が攻撃的であれば自分

　も攻撃的に，他社が消極的であれば自分も

　消極的になることが望ましく，その結果同

　質的行動がとられることになる。

10）ただし製薬企業の研究開発投資を調べた

　Cockburn　and　Henderson（1994）は，実

　証的には，企業間のR＆D投資には弱い相

　関しか見出せなかった。

11）それに対して，ラジオ局の新規フォーマ

　ットの採用についての研究（Greve，1996）

　では，同じ企業内の他の局の行動は意思決

　定に影響を及ぼすが，他の種類の準拠グル

　ープに属す局の行動は意思決定に影響を及

　ぼさず，所有権の変化，最近のフォーマッ

　ト変更，新フォー的採用に必要な知識の有

　無といった組織の慣性に関する変数の影響

　が大きいことが見出された。

ユ2）他人の行動を観察することによってその

　人がどのような情報を得たかを類推するこ

　とができるので，自分の私的情報だけでは

　なく，自分の事前確率を修正して意思決定

　することはある。これは，次に述べるherd

　behaviorの議論である。

13）以下の説明は，Bikhchandani，　et　al．

　（1998）にもとついている。

14）シグナルそれ自体が観察されれば，その



　シグナルはずっと蓄積されていく。しかし，

　本文中の例にあるように，前の意思決定者

　のシグナルそれ自体ではなく行動のみが観

　察される場合には，いったんinformation

　cascadeが起こると，それ以降情報が蓄積

　されない。その結果，間違った意思決定は

　修正されず，継続する可能性がある。

15）それに対して，もし前の2人の行動が異

　なる場合には，3番目の人は1番目の人と

　同じように，自分の得たシグナだけにした

　がって行動することになり，以下同じ議論

　が繰り返される。

16）Asaba　and　Lieberman（1997）は，市場

　集中度では日米間に有意な差異は見られな

　いが，企業規模の同質性という点では，日

　本の方が有意に同質的であることを見出し

　ている。企業規模が企業の競争力を反映し

　ているとすれば，この結果は，競争力が類

　似の企業からなる日本において，ライバル

　企業間の同質的行動が顕著に見られること

　の理由になるかもしれない。

17）クロスセクショナルな分析としては

　Asaba　and　Lieberman（1997）が，時点間

　の比較としては浅羽（1998a）が，それぞ

　れ例としてあげられる。
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